
○  古賀市企業立地促進条例  

平成２７年１２月２１日  

条例第３８号  

 

（目的）  

第１条  この条例は、市内における企業等の立地を促進するために必要な措置

を講じることにより、産業の振興及び雇用機会の拡大を図り、もって地域経

済の発展及び市民生活の向上に資することを目的とする。  

（定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。  

⑴  事業者  営利を目的として事業を行う法人又は個人をいう。  

⑵  事業所  事業者がその事業の用に供するために設置する事務所、工場、

研究所等の施設をいう。  

⑶  新設  事業者が市内に事業所を新築することをいう。  

⑷  増設  市内に事業所を有する事業者が、既存の事業所を増築する  

（１００分の１０以上の床面積の増加を伴うものに限る。）ことをいう。  

⑸  事業開始  事業者が新設又は増設を行い、当該事業所（増設にあっては、

増設に係る事業所の部分）を事業の用に供し始めることをいう。  

⑹  本社機能の設置  事業所に総務部門、経理部門、企画部門、研究開発部

門、事業を統括する部門その他これらに類する部門を新たに設置すること

をいう。ただし、当該事業所に当該事業者の取締役又はこれに類する者の

うち２分の１以上の者（事業者が個人の場合にあっては、当該個人）が主

に勤務する場合に限る。  

⑺  指定地域  地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化

に関する法律（平成１９年法律第４０号）第９条第１項に規定する工場立

地特例対象区域をいう。  

⑻  投下固定資産総額  事業開始に伴い、事業者（当該事業者と密接な関係

を有する事業者（以下「関係事業者」という。）を含む。）が、新たに取得

した事業の用に供する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４１条

第１号の固定資産のうち次に掲げるもの（以下「対象固定資産」という。）

の取得価格の合計をいう。  



ア  家屋又は構築物（事業開始の日（以下「事業開始日」という。）以後

直近の１月１日において建設されているものに限る。以下「家屋等」と

いう。）  

イ  土地（取得の日の翌日から起算して３年以内に家屋等の建設の着手が

あったものに限る。）  

⑼  常時雇用従業員  事業者が自己の事業に関わる業務を行うために期間

の定めなく雇用する者であって、雇用保険法（昭和４９年法律第  

１１６号）第４条第１項の被保険者であるものをいう。  

⑽  新規雇用従業員  事業者が事業開始日前後６月以内に新たに雇用した

常時雇用従業員のうち、事業開始日から起算して１年６月を経過した日以

後直近の１月１日において市の住民基本台帳に記録され、かつ、引き続き

雇用しているものをいう。  

（便宜の供与）  

第３条  市長は、事業開始をする事業者に対して、次に掲げる便宜の供与を行

うことができる。  

⑴  用地のあっせんに関すること。  

⑵  用地又は公共関連施設の整備に関すること。  

⑶  情報の提供に関すること。  

⑷  市民の雇用に関すること。  

⑸  その他市長が必要と認めること。  

（支援措置）  

第４条  市長は、事業開始をする事業者に対して、支援措置を行うことができ

る。  

２  前項の支援措置は、次の各号に定めるとおりとし、その内容は、当該各号

に掲げるとおりとする。  

⑴  固定資産税の課税免除  対象固定資産に対して課税する固定資産税に

ついて、古賀市税条例（昭和３１年条例第１１号）の規定にかかわらず、

事業開始日の属する年度の翌年度（事業開始日が１月２日から３月３１日

までの間に属する場合は、翌々年度）以後３年度分を限度とし、課税免除

する措置。ただし、平成２７年度以後に課税する固定資産税に限る。  

⑵  雇用奨励金の交付  新規雇用従業員の人数に１２万円（本社機能の設置

を行った事業者については、２４万円）を乗じて得た額を、予算の範囲内



において交付する措置（本社機能の設置を行った事業者以外の事業者に雇

用された新規雇用従業員で古賀市ふるさと就労促進事業実施要綱（平成２

６年３月告示第３３号）第３条第１項に規定する古賀市ふるさと就労促進

奨励金の交付対象者を除き、１事業者当たり１００人を上限とする。）  

⑶  本社等立地交付金の交付  事業開始日前後１年以内に本社機能の設置

を行う場合に、別表に定める額を、予算の範囲内において交付する措置  

３  第１項の規定にかかわらず、第６条第１項の指定を受けた事業者（以下「指

定事業者」という。）の関係事業者が当該指定事業者の事業開始に伴い対象

固定資産を取得した場合においては、当該関係事業者に対して前項第１号に

規定する支援措置を行うことができる。  

（支援措置の要件）  

第５条  前条第１項の支援措置（以下「支援措置」という。）の対象となる事

業者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。  

⑴  第６条第１項に規定する申請を行う時点の指定地域において事業開始

をする者であること。  

⑵  事業開始日が平成２６年４月１日以後であること。  

⑶  投下固定資産総額が２億円以上であること。  

⑷  常時雇用従業員が５人以上であること。  

⑸  市税及び本市に関する使用料等を滞納していないこと。  

⑹  重大な法令違反がないこと。  

⑺  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第  

７７号）第２条第２号の暴力団（以下「暴力団」という。）及び同条第６

号の暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。  

⑻  暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者が役員となっていないこ

と。  

⑼  前２号に規定する者と密接な関係を有し、又はその利益となる活動を行

っていないこと。  

（指定の申請）  

第６条  支援措置を受けようとする事業者は、市長に申請し、指定を受けなけ

ればならない。  

２  前項の指定を受けようとする事業者は、家屋等の建設に着手する場合にお

いては、あらかじめ市長と協議しなければならない。  



（支援措置の申請）  

第７条  指定事業者は、支援措置を受けようとするときは、市長に申請しなけ

ればならない。  

（変更）  

第８条  指定事業者は、第６条第１項に規定する申請の内容に変更が生じたと

きは、市長に申請し、承認を受けなければならない。  

 （承継）  

第９条  相続、譲渡その他の事由により指定事業者の事業を承継した者は、当

該指定事業者が指定を受けた事業を継続する場合に限り、市長に申請し、承

認を受けて、指定事業者の地位を承継することができる。  

（廃止等）  

第１０条  指定事業者は、事業開始をした事業を休止し、又は廃止するときは、

速やかに市長に届け出なければならない。  

（取消し等）  

第１１条  市長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、その指定を取り消し、指定事業者に対し、課税免除した固定資産税を賦

課若しくは更正し徴収すること又は交付した雇用奨励金及び本社等立地交

付金の全部若しくは一部を返還させることができる。ただし、指定した日か

ら１０年を経過した場合は、この限りでない。  

⑴  第５条に規定する支援措置の要件を欠いたとき。  

⑵  事業開始をした事業を休止し、又は廃止したとき。  

⑶  本社等立地交付金の交付を受けた場合において、本社機能の設置をした

事業所について第２条第６号に規定する部門を休止し、若しくは廃止した

とき、又は同号に規定する者が主に勤務しなくなったとき。  

⑷  偽りその他不正の手段により、支援措置を受け、又は受けようとしたと

き。  

⑸  社会的な信用を著しく損なう行為を行ったとき。  

（報告等）  

第１２条  市長は、この条例の施行に必要な限度において、指定事業者に対し、

報告を求め、書類を提出させ、又は実地に調査を行うことができる。  

（委任）  

第１３条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  



 

附  則  

この条例は、公布の日から施行する。  



別表（第４条関係） 

交付対象 要件 金額 

常時雇用従

業員の転入

に要する費

用 

事業開始日前後１

年以内に市に転入

した常時雇用従業

員のうち、事業開

始日から起算して

１年を経過した日

以後直近の１月１

日において市の住

民基本台帳に記録

され、かつ、引き

続き雇用している

もの 

１００人を上限として、左に掲げる要件を満たす

常時雇用従業員の人数に以下の金額を乗じた額  

⑴  九州（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大

分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）からの転入：

５万円 

⑵  近畿（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、三

重県、滋賀県、和歌山県）、中国（鳥取県、島根

県、岡山県、広島県、山口県）、四国（徳島県、

香川県、愛媛県、高知県）からの転入：１０万

円 

⑶  中部（新潟県、富山県、石川県、福井県、山

梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県）から

の転入：１５万円  

⑷  関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千

葉県、東京都、神奈川県）、東北（青森県、岩手

県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）からの

転入：２０万円  

⑸ 北海道、国外からの転入：３０万円  

本社機能の

設置に必要

となる事務

的経費 

事業開始日から起

算して１年以上経

過していること  

資本金の額に応じた以下の額。なお、本店の登記

を行なう場合は、資本金の額にかかわらず２０万

円を加算する。  

⑴ １，０００万円以上１億円未満：２０万円  

⑵ １億円以上１０億円未満：５０万円  

⑶ １０億円以上５０億円未満：２１０万円  

⑷ ５０億円以上：３６０万円  

 


